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はしがき 

  

地方公務員の地域手当については、平成 18 年に導入された後、平成 27 年に

給与制度の総合的見直しの一環として、地域の民間給与水準をより的確に公務

員給与に反映させる目的から、地域手当の支給基準が見直されたところ、これま

で地方公共団体から様々な意見や要望があるところである。 

一方で、国家公務員の地域手当については、令和５年の人事院勧告時の報告に

おいて、「市町村単位で細かく水準差が生じていることに対して不均衡であると

いった意見を始め、様々な指摘がある」ことから、「級地区分の設定を広域化す

るなど大くくりな調整方法に見直す」とされている。 

今般、地域手当に関する地方の実態、特に地域手当と人材確保の関係性及び地

域手当を含めた地方公務員の給与が地場の中小企業に及ぼす影響について、主

に地方公共団体の人事担当者及び中小企業の経営者等への聞き取り調査を通し

て、論点整理を行った。 

このほど計３回にわたる本研究会での議論を経て、その結果を本報告書に取

りまとめたところであり、本報告書を、地方公務員の給与決定のあり方の参考と

してご活用いただきたい。 

最後に、研究会の運営及び本報告書を取りまとめるに当たり、専門的な見地か

らご意見をくださった委員各位、並びに種々のご協力をいただいた各位に、心か

らお礼を申し上げる次第である。 

  
  
  

令和６年３月 
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  理事長  安 田  充   
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１．研究の前提 

 

地方公務員の地域手当については、平成18年度の制度導入時より、国家公務

員の指定基準に基づいて支給地域（市区町村単位）、支給割合を定めるよう総

務省から助言がなされている1。 

地方公共団体からは、当該助言に対し、近年、「地域手当の支給割合の高い

団体へ人材が流出している」、「近隣市町村との支給割合の差により職員の働く

モチベーションが低下している」等の意見が出されているところである2。 

一方、国においては、令和７年４月に向けて、社会と公務の変化に応じた給

与制度の整備（「給与制度のアップデート」）に取り組むとして、令和５年人事

院勧告時の「公務員人事管理報告」において主な取組事項が示されており3、そ

の中には地域手当についても言及されている。具体的には、「市町村単位で細

かく水準差が生じていることに対して不均衡であるといった意見を始め、様々

な指摘がある。このため、最新の民間賃金の反映と併せ、級地区分の設定を広

域化するなど大くくりな調整方法に見直すことにより、地域をまたぐ人事異動

時の影響の緩和や給与事務負担の軽減を図る。」とされている。 

本研究会では過去に、地域手当の支給割合が人材確保に及ぼす影響について

着目し、受験者数及び離職率を用いた統計手法による分析を行ったが、いずれ

においても、地域手当の支給割合と有意な相関関係にあるとは立証できなかっ

た。しかしながら、当該分析結果については、本研究会において、「データ上

の制約が多い」、「時間的変動や地域固有の変動等が考慮されていない」などの

指摘がなされ、定量的観点からの立証には多くの課題があるともされたところ

である。このような経緯を踏まえ、本研究会では、地方公共団体の人事担当者

へのヒアリング調査及び指定都市に所属する職員に対するアンケート調査を実

施することにより、定性的観点からの実態把握を試みた。 

また、地域手当を含めた地方公務員の給与水準は、原則、当該地方公共団体

の域内の民間給与水準及び国家公務員の給与水準を考慮して決定すべきもので

あると考えられているところであるが4、本研究会において地域手当に関する議

論を進める中で、「地方公務員の給与水準が地場の民間企業の給与水準を決定

する際の１つのメルクマールとなっているのではないか」といった問題提起が

なされた。そこで、地方公務員給与が地場の民間企業に与える影響や、給与面

での地方公務員と地場の民間企業との人材確保における競合の実態を把握する

ため、地方の中小企業経営者等に対するヒアリング調査を実施した。 
                                                  
1 参考資料１「地方公務員の給与改定等に関する取扱いについて（令和５年 10 月 20 日 総務副大臣通知）」を参照 
2 参考資料２「地域手当に対する地方公共団体からの主な要望」を参照 
3 参考資料３「給与制度のアップデート概要（人事院公表資料）」を参照 
4 参考資料４「地方公務員の給与のあり方に関する研究会報告書（平成 18 年３月）」を参照 
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２．地域手当の指定基準について 

  

給与制度の総合的見直し後（平成27年４月から）の、地域手当に係る国家公

務員の指定基準は以下のとおりであり、地方公務員においては、この指定基準

に基づいて支給地域及び支給割合を定めることが原則であるとされている。  

 

・ 人口５万人以上の市のうち、10 か年平均賃金指数 93.0 以上の市を支給地

域として指定し、賃金指数が特に高い東京都特別区は１級地（20％）とする。 

（注）10か年平均賃金指数は、平成 15～24年の賃金構造基本統計調査（厚

生労働省）の特別集計結果による所定内給与額の地域差指数（全国平

均＝100）により算出。 

 

・ 地域の一体性を考慮した支給地域の補正を行うため、上記の基準を満た

す中核的な市（都道府県庁所在地又は人口 30 万人以上の市）への通勤者率

が高い地域については、６級地（６％）又は７級地（３％）とする（人口

５万人未満の市町村も対象）。 

中核的な市の級地（支給割合） 
当該地域から中核的な市への通勤者率 

６級地に格付け ７級地に格付け 

１級地（20％）又は２級地（16％） 10％以上  

３級地（15％） 20％以上 10％以上 

４級地（12％） 30％以上 20％以上 

５級地（10％） 40％以上 30％以上 

６級地（６％） 50％以上 40％以上 

７級地（３％） ― 50％以上 

（注）通勤者率は、国勢調査（総務省）の結果に基づき算出。 

 

 

級地区分 支給割合 10 か年平均賃金指数 

１級地 20％ （東京都特別区のみ） 

２級地 16％ １０９.５以上 

３級地 15％ １０６.５以上～１０９.５未満 

４級地 12％ １０４.０以上～１０６.５未満 

５級地 10％ １０１.０以上～１０４.０未満 

６級地 ６％ ９７.５以上～１０１.０未満 

７級地 ３％ ９３.０以上～ ９７.５未満 
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３．地域手当と人材確保の関係性について 

 

 「地域手当の支給割合の高い団体へ人材が流出している」といった地方公共

団体からの意見があることを踏まえ、指定都市及び当該指定都市と比較して支

給割合の低い周辺市町村の人事担当者に対し、ヒアリング調査を実施するとと

もに、指定都市に所属する一部職員に対しアンケート調査を併せて実施した。 

 

（１）地方公共団体の人事担当者に対するヒアリング調査 

【対象】 

 関東地方２県及び西日本地方１県に所在する指定都市及び当該指定都市周辺

の市町村から数団体を選定した。 

地域 対象団体 地域手当支給割合 

Ｘ県 

（関東地方） 

Ａ市（指定都市） 15％ 

Ｂ市 ６％（10％） 

Ｃ市 ６％（９％） 

Ｙ県 

（関東地方） 

Ｄ市（指定都市） 15％ 

Ｅ市 ３％ 

Ｆ市 ６％ 

Ｇ町 ３％（０％） 

Ｚ県 

（西日本地方） 

Ｈ市（指定都市） 10％ 

Ｉ市 ６％ 

Ｊ市 ３％（６％） 

    （注）「地域手当支給割合」欄の括弧内の数値は、当該団体に 

おいて独自に設定している支給割合を示す。 

 

【ヒアリング内容】 

 対象団体が抱えている人材確保上の課題や地域手当に関する問題意識を中心

とした設問を設けた。 

また、「地域手当の支給割合の高い団体へ人材が流出している」というこれ

までの地方公共団体からの意見の具体的な事例として、「採用後、数年経た職

員が地域手当の支給割合が高い団体に転職している」といったものが挙げられ

ていることから、対象団体の人事担当者を通して、他の市区町村からの転職者

の転職理由等の把握を試みた。 

 さらに、後述の地方公務員給与と地場の民間企業の給与との関係性に関する

実態把握の一環として、人事委員会のない地方公共団体が、地場の民間企業の

給与水準を把握した上で給与決定をしているかを併せて聴取した。 
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ヒアリング内容 

① 人材確保上の課題（対民間・対公務） 

② 人材確保のための当該団体における取組 

③ 国の「地域手当の大くくり化」に対する所感 

④ 他の市区町村からの転職者が対象団体を志望した理由・他市区町村か

らの転職者がなぜ引き続き公務を選んだのか 

⑤ 毎年の給与改定方針を決定する際に考慮している要素・給与を決定す

る際に、地場の民間企業の給与を反映しているか 

⑥ 地域手当の支給割合を独自に設定している理由 

（注１）④は、対象団体の人事担当者を通じて他市区町村から対象団体へ転職 

した職員の一部に対し聞き取りを行った。 

（注２）⑤は指定都市以外の対象団体に対してのみヒアリングを実施した。 

（注３）⑥は地域手当の支給割合を独自に設定しているＢ市、Ｃ市、Ｇ町及び 

Ｊ市に対してのみヒアリングを実施した。 

 

【ヒアリング結果】5 

・ 特に技術系において、大手民間企業の給与水準が高く人材確保に苦慮し

ているとの意見があった。 

・ 指定都市以外の市町においては、近隣の給与水準の高い地方公共団体や

中核的な市に人材が吸収されており、特に、関東地方においては、指定都

市も含めて、給与面で東京都内の市区町村との人材獲得競争で不利となっ

ているとの意見があった。 

・ 地域手当の大くくり化については、いずれの地方公共団体においても広

域化の方向性は、市町村間の人材獲得競争を緩和させる効果があるなど、

妥当なものであるが、地方独自の圏域を考慮してほしいとの意見があった。  

また、指定都市においては、地域手当を含めた給与水準全体で人事委員

会が民間との給与較差を勧告しているため、地域手当の支給割合が変動し

ても、給料で調整されるのではないかとの意見もあった。 

・ 他の市区町村からの転職者に対し、対象団体の人事担当者から転職理由

を聴取したところ、主な理由としては「家族（パートナー）の事情・出身

地域」、「通勤距離」が挙げられた。 

・ 独自に地域手当の支給割合を設定している対象団体において、高く設定

している団体は、「周辺自治体との均衡及び人材確保のため」、低く設定し

ている団体は、「近隣市町村が非支給地であるのに、当該団体が支給地域と

                                                  
5 参考資料５「地方公共団体ヒアリング結果の概要」を参照 
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されていることについて、議会の納得を得られなかった」といった意見が

あった。 

 

（２）指定都市職員向けアンケート調査 

【対象】 

 （１）のヒアリング対象団体のうち、指定都市（Ａ市、Ｄ市及びＨ市）に所

属する一般行政職（事務技術関係職種）の職員から下表の者を対象とした。 

対象団体 対象職員 

Ａ市 ① 平成 30 年４月から令和５年４月までの間に採用さ

れた者（以下「新規採用者」という。） 

② 平成 25 年４月から令和５年４月までの間に他の市

区町村の職員から転職してきた者（以下「公務転職

者」という。） 

Ｄ市 

Ｈ市 

（注）新規採用者には公務転職者は含まない。 

 

【アンケート内容】 

 新規採用者及び公務転職者において、採用先を決定した際に考慮すると考え

られる要素を列挙した。 

新規採用者については、受験時に併願した市区町村を聴取し、当該団体と人

材獲得面において競合している範囲の把握を試みた。 

公務転職者については、転職前に勤めていた市区町村の勤続年数を聴取し、

採用から離職に至るまでの期間の把握を試みた。 

対象職員 アンケート内容 

新規採用者 

(ⅰ)受験時に併願した市区町村 

(ⅱ)最終的に採用先を決定した際の考慮要素 

 （出身地域、業務内容、給与の良さ、その他） 

(ⅲ)地域手当の支給割合を採用先決定時に考慮したか 

公務転職者 

(ⅰ)転職前の市区町村の勤続年数  

(ⅱ)転職先の市を決定した際の考慮要素 

 （出身地域、業務内容、給与の良さ、その他） 

(ⅲ)地域手当の支給割合を転職時に考慮したか 

（注１）(ⅱ)は複数回答可としている。 

（注２）(ⅲ)は(ⅱ)で「給与の良さ」と回答した者のみ回答を求めた。 
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【アンケート結果】6 

 （新規採用者） 

  ・ 採用先を決定した要素としては、いずれの対象団体の職員においても

「出身地域」及び「業務内容・やりがい」を重視している傾向が見られ

る一方、「給与の良さ」についても一定数の回答が見られた。 

  ・ 「給与の良さ」を考慮要素として回答した者のうち、７～８割が地域

手当を考慮しており、新規採用者であっても、採用先決定時に地域手当

の存在を認知していた。 

  ・ 関東地方の指定都市においては、多くの者が東京都内の市区町村を併

願先として考慮していた。 

 

 （公務転職者） 

  ・ Ａ市及びＨ市の公務転職者のうち、およそ半数は「給与の良さ」を考

慮要素として挙げており、そのうち、すべての者が地域手当の支給割合

を考慮していた。 

  ・ Ａ市及びＤ市（関東地方）の公務転職者は採用後10年以内で転職した

者が多い一方、Ｈ市（西日本地方）の公務転職者は、採用後11年以上で

転職した者が多かった。 

 

（３）地域手当と人材確保の関係性における論点整理 

（１）及び（２）の調査結果を踏まえ、本研究会の議論を通して、以下のと 

おり論点整理した。 

 

 （ア）指定都市及びその周辺自治体における人材確保上の課題 

  ・ 技術系においては、給与面で大手の企業と人材確保で競合するのは困

難となっている実態があるのではないか。 

  ・ 事務系においては、一定の採用数を確保できているものの、優秀な人

材は地域の規模の大きい（給与水準が高い）企業に吸収されている実態

があるのではないか。 

  ・ 転職市場においても、地域の規模の大きい企業が給与面で優位にある

ことから、地方公共団体が民間からの中途人材を取り込むことができず、

結果、他の地方公共団体からの中途採用者が増えているのではないか。 

  ・ 関東地方では、給与水準も高く、採用予定数も多い東京都内の市区町

村と人材確保で競合関係にあるのではないか。 

 

                                                  
6 参考資料６「指定都市職員向けアンケート結果」を参照 
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 （イ）地域手当の支給割合と人材確保の関係性 

  ・ 新規採用者については、採用先決定時に、多くの者が「自身の出身地

域」や「業務内容・やりがい」を重視しているが、「給与の良さ」も一

定数が考慮しているのではないか。 

  ・ また、公務転職者の多くは「給与の良さ」を選択しており、地域手当

の支給割合の差は転職先を決定する要素の１つとなっているのではない

か（ただし、転職動機としては「家族の事情」や「業務内容」等の給与

以外の理由が前提としてあり、その上で、転職先の給与水準を考慮して

いる可能性があることに留意しなければならない）。 

  ・ 独自に支給割合を引き上げている団体は、周辺自治体との均衡や人材

確保のために、引き上げざるを得ない実態があるのではないか。 

また、所属職員の給与面での処遇を悪化させないためや離職者を増や

さないために、一度引き上げた支給割合を下げられなくなっているとい

った実態もあるのではないか。 

 

 （ウ）地域手当の大くくり化に対する地方での課題 

  ・ 地方公務員においても、主に人材確保における公平性の観点から広域

化は必要ではないか。 

  ・ 広域化を検討するに当たっては、地方独自の圏域を考慮することも考

えられるが、制度として確たる基準を示すことは多くの課題（画一的な

圏域の考え方が存在しない等）があるのではないか。 

また、地方独自の圏域を考慮するのであれば、国の地域手当の見直し 

内容との整理が必要ではないか。 

 

４．地方公務員給与が地場の中小企業に及ぼす影響について 

 

地方公務員の給与水準を決定するに当たっては、当該地域に所在する民間企

業の給与水準を重視して決定すべきと考えられているところ、具体的には、人

事委員会が、当該地域における50人以上の規模を持つ民間企業から公務と同等

の職種（事務・技術関係職種）の従業員の給与水準を調査し、ラスパイレス方

式による公民給与比較を行うことで、公務の給与水準を民間と均衡させている7

（人事委員会のない地方公共団体は、国又は都道府県の勧告内容等を考慮して

いる）。 

一方で、本研究会においては、地方公務員給与が当該地域の民間企業、とり

わけ中小企業の給与制度や給与水準の決定指標となっている側面もあるのでは

                                                  
7 参考資料７「人事委員会勧告の仕組み」を参照 
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ないかといった意見があったことから、地方公務員給与が地場の民間企業に与

える影響や、給与面での地方公務員と地場の民間企業との人材確保における競

合の実態を把握するため、中小企業経営者等に対するヒアリング調査を実施し

た。 

 

（１）ヒアリング方法 

甲信越地方及び九州地方に所在する様々な企業規模及び業種の中小企業の経

営者又は人事担当者に対し、人材確保上の課題（公務と人材確保面で競合関係

にあるか）や地場の公務員の給与制度及び給与水準をどの程度考慮しているの

か聴取した。 

企業規模 企業 事業内容 ヒアリング内容 

50 人未満 Ａ社 
・イベント企画 

・イベント用品リース 
① 人材確保上の課題 

② 自社の給与を決める

際に考慮している要素 

③ 地場の公務員の給与

水準や給与制度を参考

にしているか 

50 人以上 

100 人未満 
Ｂ社 

・切削部品加工 

・システム開発 

100 人以上 

Ｃ社 
人材育成、能力開発、セミ

ナーに関する業務 等 

Ｄ社 不動産開発、総合建設 等 

Ｅ社 
フッ素樹脂製品等の製造、

加工 

 

（２）ヒアリング結果8 

 ・ いずれの企業においても人材確保に苦慮しているが、地場の地方公務員

と人材確保上、必ずしも競合関係にあるとは言えないといった意見があっ

た。 

 ・ 自社の給与を決定する際に、地方公務員の給与制度や給与水準は特段考

慮していないとの意見があったが、地方公務員の給与水準は、当該地域の

企業の給与水準と比較すると高い水準にあるといった意見もあった。 

 ・ 技術系の企業において、初任給水準は地方公務員と同程度ではあるが、 

  生涯年収で比較すると、年功的要素の強い地方公務員のほうが高いとの意

見もあった。 

 

 

 

                                                  
8 参考資料８「中小企業ヒアリング結果概要」を参照 
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（３）地方公務員給与が地場の中小企業に及ぼす影響に関する論点整理 

（２）の結果を踏まえ、本研究会での議論を通して、以下のとおり論点整理

した。 

 

 （ア）地方の中小企業における人材確保上の課題（公務との競合があるか） 

  ・ 地方の中小企業も人材の確保に苦慮している状況は公務と同様だが、

公務との業種の違いなどが影響しているためか、人材確保の観点で、公

務と競合関係にあるとまでは本研究会の調査結果からは把握できなかっ

た。 

  ・ 一方で、地方銀行などの公務に近い職種や規模の大きい企業、都市圏

の企業では、今回の調査結果とは異なる可能性があるのではないか。 

 

 （イ）地方公務員給与が地場の中小企業に及ぼす影響 

  ・ 今回の調査結果からは地方公務員の給与が、地場の中小企業の給与に

影響を及ぼしているとの実態は把握できなかった。 

  ・ 一方、上記（ア）と同様、地方銀行などの公務に近い職種や規模の大

きい企業、都市圏の企業では、今回の調査結果とは異なる可能性がある

のではないか。 

  ・ 地方公務員の給与は、地場の中小企業の給与よりも高い水準となって

いる側面もあるのではないか。 

  ・ 今回の論点について議論するに当たり、人事委員会のない市町村が地

場の民間企業の給与水準を把握しているのか、３（１）の対象団体に対

して聞き取りを行ったが、人事委員会のない市町村が地場の民間企業の

給与水準を把握することは困難である実態があるのではないか。 

 

５．まとめ 

 

本研究会では今回、上記３及び４のとおり、地域手当と人材確保の関係性及

び地方公務員給与が地場の中小企業に及ぼす影響について調査研究を行い、以

下の結論を得た。 

 

（１）地域手当と人材確保の関係性について 

 ・ 新規採用の職員及び他の地方公共団体からの転職者において、地域手当

を含めた給与水準を採用先決定時に考慮する者が一定数おり、特に、転職

者にとっては、転職時の重要な考慮要素の１つとなっているのではないか。 

・ 独自に地域手当の支給割合を引き上げている団体は、人材確保や職員の

9



処遇の維持のために引き上げざるを得ない実態があるのではないか。 

・ 地方公務員においても、主に人材確保における公平性の観点などの実態

を踏まえると、支給地域の広域化は有効な手段であると考えられるが、客

観的な圏域の設定や国の制度見直しとの整理が必要ではないか。 

 

（２）地方公務員給与が地場の中小企業に及ぼす影響について 

 ・ 地方公務員の給与が、地場の中小企業の給与に影響を及ぼしている実態

は、今回の調査結果からは把握できなかった。 

 ・ 一方で、地方銀行などの公務に近い職種や規模の大きい企業、都市圏の

企業では、今回の調査結果とは異なる可能性があるのではないか。 

 ・ 地場の中小企業にとって、地方公務員の給与水準は高く、参考とするこ

と自体が困難となっている実態もあるのではないか。 

 

６．おわりに 

 

本研究会では、地域手当と人材確保の関係性及び地方公務員給与が地場の中

小企業に及ぼす影響について、ヒアリング調査やアンケート調査を実施するこ

とで、その実態把握を試みた。 

今後の地方公務員給与の検討に当たり、本研究会の調査研究の結果を踏まえ

た検討が進められることを期待したい。 
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11 色扉オモテ（白）



11 の前色扉ウラ（白）



地方公務員の給与改定等に関する取扱いについて（抄） 

令和５年10月20日 総務副大臣通知 

２ 給与の適正化について 

（３）諸手当の在り方については、一般行政職のみならず職種全般について不断に点

検し、制度の趣旨に合致しないものや不適正な支給方法については、その適正化

を図ること。 

特に、地域手当については、給料水準が適切に見直されていることを前提に、

国における地域手当の指定基準に基づき、支給地域及び支給割合を定めることが

原則であること。

都道府県において、人事管理上一定の考慮が必要となる場合にあっては、国の

基準にのっとった場合の支給総額を超えない範囲で、支給割合の差の幅の調整を

行うことは差し支えないが、地域手当の趣旨が没却されるような措置は厳に行わ

ないこと。 

参考資料１
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地
域
手
当
に
対
す
る
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
主
な
要
望

要
望
項
目

主
な
要
望
理
由

支
給
地
域
の
広
域
化

都
道
府
県
単
位
、

生
活
・経
済
圏
考
慮

等


支
給
割
合
の
高
い
地
域
へ
の
人
材
の
流
出


近
隣
市
町
村
との
支
給
割
合
の
差
に
よ
る
職
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョン
の
低
下


交
通
・通
信
網
の
発
達
に
よ
る
、近

隣
市
町
村
との
一
体
性
の
強
化


テ
レ
ワ
ー
クの
普
及
な
ど、
通
勤
せ
ず
とも
働
け
る
環
境
が
整
備
され
て
い
る
中
で
、パ
ー
ソ
ン
トリ
ップ
の
み
で
は

補
正
が
不
十
分

見
直
し
期
間

(1
0年

)の
短
縮


経
済
情
勢
の
変
化
に
対
応
で
き
て
い
な
い


近
隣
市
町
村
との
格
差
が
固
定
化
され
る

特
別
交
付
税
の
減
額
措
置

の
廃
止


人
材
確
保
の
観
点
か
ら支

給
割
合
を
引
き
上
げ
て
い
る
の
に
、財

政
的
余
裕
が
あ
る
とみ
な
され
、特

別
交

付
税
が
減
額
され
る
の
は
お
か
しい


支
給
割
合
の
決
定
は
各
自
治
体
の
判
断
に
委
ね
る
べ
き
で
あ
り、
特
別
交
付
税
の
減
額
措
置
は
そ
の
障
壁

とな
って
い
る

※
令
和
２
年
度
以
降
の
総
務
省
に
対
す
る
主
な
要
望
内
容
を
記
載

参
考
資
料
２
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の
調
和

多
様
な
人
材
の
誘
致
と
能
力
発
揮
・活
躍

チ
ー
ム
・組
織
で
の
円
滑
な
機
能

国
民
の
理
解
や
信
頼

様様
々々
なな
立立
場場
かか
らら
納納
得得
感感
のの
ああ
るる
、、

分分
かか
りり
やや
すす
くく
イイ
ンン
クク
ルル
ーー
シシ
ブブ
((包包
摂摂
的的
))なな
体体
系系

行
政
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
や
人
材
確
保
等
に
も
配
慮
し
つ
つ
、

よ
り
職
務
や
個
人
の
能
力
・実
績
に
応
じ
た
体
系
へ

※
令
和
６
年
以
降
も
、給
与
水
準
の
在
り
方
、6
5
歳
定
年
を
見
据
え
た
給
与
カ
ー
ブ
の
在
り
方
等
に
つ
い
て
は
、引
き
続
き
分
析
・研
究
・検
討

公
務
員
人
事
管
理
に
関
す
る
報
告
の
中
で
記
述

給
与
制
度
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
概
要

方
向
性

令
和
６
年
に
向
け
て
措
置
を
検
討
す
る
事
項
の
骨
格
案
（主
な
取
組
事
項
）

①①
新新
規規
学学
卒卒
者者
、、若若
手手
・・中中
堅堅
職職
員員
のの
処処
遇遇

•
新
卒
初
任
給
の
引
上
げ

•
係
長
級
～
本
府
省
課
長
補
佐
級
の
俸
給

の
最
低
水
準
を
引
上
げ

•
最
優
秀
者
の
ボ
ー
ナ
ス
の
上
限
引
上
げ

②②
民民
間間
人人
材材
等等
のの
処処
遇遇

•
係
長
級
～
本
府
省
課
長
補
佐
級
の
俸
給

の
最
低
水
準
を
引
上
げ
（
再
掲
）

•
特
定
任
期
付
職
員
の
ボ
ー
ナ
ス
拡
充

•
採
用
時
か
ら
の
新
幹
線
通
勤
・単
身
赴
任

に
対
す
る
手
当
支
給

人人
材材
のの
確確
保保
へへ
のの
対対
応応

①①
役役
割割
やや
活活
躍躍
にに
応応
じじ
たた
処処
遇遇

•
係
長
級
～
本
府
省
課
長
補
佐
級
の
俸
給

の
最
低
水
準
を
引
上
げ
（
再
掲
）

•
本
府
省
課
室
長
級
の
俸
給
体
系
を
よ
り

職
責
重
視
に
見
直
し

•
管
理
職
員
の
超
過
勤
務
に
対
す
る
手
当

支
給
拡
大

•
最
優
秀
者
の
ボ
ー
ナ
ス
の
上
限
引
上
げ

②②
円円
滑滑
なな
配配
置置
等等
へへ
のの
対対
応応

•
地
域
手
当
の
大
く
く
り
化

•
新
幹
線
通
勤
に
係
る
手
当
額
見
直
し

•
定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
等

に
支
給
す
る
手
当
の
拡
大

潜
在
的
志
望
者
層
の
公
務
員
給
与
の
従
来

イ
メ
ー
ジ
を
変
え
る
た
め
、採
用
時
給
与
水
準

の
改
善
や
、役
割
・活
躍
に
応
じ
た
給
与
上
昇

の
拡
大

組組
織織
パパ
フフ
ォォ
ーー
ママ
ンン
スス
のの
向向
上上

役
割
や
能
力
・実
績
等
を
よ
り
反
映
し
貢
献
に

ふ
さ
わ
し
い
処
遇
と
す
る
一
方
、全
国
各
地
で

の
行
政
サ
ー
ビ
ス
維
持
の
た
め
人
事
配
置
を

円
滑
化

•
扶
養
手
当
の
見
直
し

•
テ
レ
ワ
ー
ク
関
連
手
当
の
新
設

•
採
用
時
か
ら
の
新
幹
線
通
勤
・単
身
赴
任
に

対
す
る
手
当
支
給
（
再
掲
）

•
新
幹
線
通
勤
に
係
る
手
当
額
見
直
し
（
再
掲
）

働働
きき
方方
やや
ララ
イイ
フフ
スス
タタ
イイ
ルル
のの
多多
様様
化化
へへ
のの
対対
応応

【
本
年
勧
告
】

働
き
方
の
ニ
ー
ズ
や
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
が

多
様
化
す
る
中
で
、職
員
の
選
択
を
後
押
し

（
再
掲
）

参
考

資
料

３
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地方公務員の給与のあり方に関する研究会報告書（平成18年３月）（抄） 

６ 改革の方向 

（１）給与決定の考え方

① 職務給の原則と均衡の原則

（略） 

本研究会では、給与制度面での適用の場面と給与水準面での適用の場面を分

け以下のように対応することとし、従来の国公準拠の考え方を刷新することを

提言する。 

  （略） 

Ｂ 給与水準については、地方分権の進展を踏まえ、地域の労働市場における

人材確保の観点や、住民等の納得を得られる給与水準にするという要請がよ

り重視されると考えられることから、地域の民間給与をより重視して均衡の

原則を適用すべきである。（略） 

この場合、仮に民間給与が著しく高い地域であったとしても、公務として

の近似性及び財源負担の面から、それぞれの地域における国家公務員の給与

水準をその地域の地方公務員の給与の水準決定の目安と考えるべきである。 

生計費及び他の地方公共団体の職員の給与は、以上の考え方の下で、考慮

要素のひとつとして勘案されるべきものである。 

② 民間給与を考慮する場合の考え方

  （略） 

地方公共団体は当該地域にその存立基盤を有すること、給与の財源を負担す

る国民・住民の納得を得られるようにするという観点からは、考慮すべき対象

となる民間事業の従事者については、原則として当該地方公共団体の区域内の

民間事業の従事者の給与と考えるべきである。 

  （略） 

他方で、原則として当該地方公共団体の区域内の民間給与を考慮するとして

も、実際には、当該地方公共団体の職員の確保について民間事業者及び他の地

方公共団体との競合を勘案して、当該団体の区域を超えた一定の範囲に拡大す

ることがやむを得ない場合もあると考える。具体的には、公務類似の民間事業

の従事者が少ない地域において、郡内や都道府県内の民間事業の従事者の給与

を考慮することなどが考えられる。但し、この場合には、このような考慮を行

うことについて、住民等への説明責任が徹底されることが前提となるべきであ

る。 

参考資料４
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設
問

ヒア
リン
グ
結
果

①

【対
民
間
】

•
内
定
の
時
期
が
早
い
た
め
人
材
確
保
に
お
い
て
不
利
【D
市
・H
市
・I
市
】

•
採
用
後
も
含
め
て
、給

与
の
高
い
民
間
企
業
に
多
くの
人
材
が
採
られ
て
い
る
（
特
に
若

手
・中
途
）
【B
市
・C
市
・D
市
・E
市
・F
市
・G
町
・H
市
】

•
技
術
系
に
お
い
て
は
初
任
給
含
め
て
民
間
企
業
の
給
与
水
準
に
大
き
く劣
る

【D
市
・F
市
・I
市
・J
市
】

【対
公
務
】

•
近
隣
の
給
与
水
準
の
高
い
（
＝
地
域
手
当
の
支
給
割
合
の
高
い
）
自
治
体
、中

核
的
な
自
治
体
に
人
材
が
採
られ
て
い
る
【A
市
・B
市
・C
市
・D
市
・E
市
・F
市
・G
町
・I
市
】

②
•
採
用
試
験
の
簡
素
化
、試

験
日
程
の
前
倒
し、
受
験
可
能
年
齢
の
上
限
の
引
き
上
げ
【A
市
・B
市
・D
市
・I
市
】

•
採
用
後
の
フォ
ロー
ア
ップ
【B
市
・E
市
】

•
社
会
人
経
験
枠
採
用
者
の
給
与
決
定
を
有
利
に
す
る
【H
市
・J
市
】

③
•
地
方
独
自
の
圏
域
に
配
慮
して
ほ
しい

【B
市
・C
市
・E
市
・G
町
・I
市
・J
市
】

•
指
定
都
市
に
地
域
手
当
は
不
要
（
地
域
手
当
を
含
め
た
給
与
水
準
で
民
間
と比

較
して
人
勧
を
出
して
お
り、
支
給
割
合
が
下
が
れ
ば
本
給
が
上
が
る
だ
け
）
【A
市
・D
市
・H
市
（
指
定
都
市
）
】

•
支
給
割
合
が
下
が
る
こと
に
よ
る
人
材
確
保
へ
の
影
響
を懸

念
【A
市
・D
市
・F
市
・J
市
】

④

【志
望
理
由
】

•
家
族
（
パ
ー
トナ
ー
）
の
事
情
【A
市
を
除
く全
団
体
】

•
自
身
、家

族
（
パ
ー
トナ
ー
）
の
出
身
地
域
【A
市
・E
市
・J
市
】

•
職
場
環
境
の
改
善
【A
市
・B
市
・E
市
・G
町
】

•
通
勤
距
離
【A
市
・C
市
・D
市
・F
市
・G
町
・J
市
】

•
地
域
手
当
の
支
給
割
合
を
考
慮
【A
市
・B
市
】

【公
務
か
ら公

務
の
理
由
】

•
前
職
の
経
験
を
活
か
した
い
【A
市
・E
市
・F
市
・G
町
・I
市
】

•
元
々
、公

務
（
当
該
団
体
）
を
希
望
【C
市
・D
市
・H
市
・J
市
】

⑤
•

国
又
は
県
の
勧
告
内
容
に
準
じて
方
針
を
決
定
【A
市
・D
市
・H
市
（
指
定
都
市
）
除
く全
団
体
】

•
域
内
の
民
間
企
業
の
給
与
水
準
は
把
握
して
い
な
い
【A
市
・D
市
・H
市
（
指
定
都
市
）
除
く全
団
体
】

⑥
【引
上
げ
】

•
周
辺
自
治
体
との
均
衡
、人

材
確
保
の
た
め
【B
市
・C
市
・J
市
】

【引
下
げ
】

•
議
会
の
納
得
を
得
られ
な
か
った
た
め
【G
町
】

地
方
公
共
団
体
ヒア
リン
グ
結
果
の
概
要

参
考
資
料
５
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10
0%

は
い

い
い
え

【H
市
】

27
%

65
%

8%

（
ⅰ
）
受
験
時
に
併
願
し
た
市
区
町
村

（
ⅱ
）
最
終
的
に
採
用
先
を
決
定
し
た
際
の
考
慮
要
素
（
複
数
回
答
可
）

給
与
の
良
さ

出
身
地
域

業
務
内
容
・や
りが
い

そ
の
他

A市
回
答
数

（
割
合
）

13
1 

(2
6%

)
29

3 
(5

7%
)

12
4 

(2
4%

)
11

2 
(2

2%
)

D
市

51
 (1

5%
)

19
4 

(5
7%

)
15

7 
(4

6%
)

83
 (2

4%
)

H
市

16
 (1

2%
)

68
 (5

0%
)

63
 (4

6%
)

43
 (3

2%
)

（
ⅲ
）
（
（
ⅱ
）
で
「給
与
の
良
さ
」と
回
答
し
た
者
の
み
）

地
域
手
当
の
支
給
割
合
を
採
用
先
決
定
時
に
考
慮
し
た
か

45
%

45
%10

%

【D
市
】

県
内

東
京
都
内

そ
の
他

55
%

45
%

【H
市
】

県
内

そ
の
他

【A
市
】

67
%

33
%

【A
市
】

73
%

27
%

【D
市
】

87
%

13
%

は
い

い
い
え

【H
市
】

全
体

A市
D
市

H
市

有
効
回
答
者
数

51
0

33
9

13
6

新
規
採
用
者

（
ⅰ
）
転
職
前
の
市
区
町
村
の
勤
続
年
数

全
体

A市
D
市

H
市

同
上

22
35

11

82
%

9%
9%

【A
市
】

37
%

23
%

40
%

【D
市
】

9%

27
%

64
%

１
～
５
年

６
年
～

10
年

11
年
以
上

【H
市
】

（
ⅱ
）
転
職
先
の
市
を
決
定
し
た
際
に
考
慮
し
た
要
素
（
複
数
回
答
可
）

給
与
の
良
さ

出
身
地
域

業
務
内
容
・や
りが
い

そ
の
他

A市

回
答
数

（
割
合
）

10
 (4

5%
)

8 
(3

6%
)

9 
(4

1%
)

8 
(3

6%
)

D
市

6 
(1

7%
)

18
 (5

1%
)

17
 (4

9%
)

14
 (4

0%
)

H
市

5 
(4

5%
)

5 
(4

5%
)

8 
(7

3%
)

4 
(3

6%
)

（
ⅲ
）
（
（
ⅱ
）
で
「給
与
の
良
さ
」と
回
答
し
た
者
の
み
）

　　
　　
　地
域
手
当
の
支
給
割
合
を
転
職
時
に
考
慮
し
た
か

10
0%

【A
市
】

67
%

33
%

【D
市
】

指
定

都
市
職
員
向
け

ア
ン
ケ
ー
ト
結
果

公
務
転
職
者

県
内

東
京
都
内

そ
の
他

参
考
資
料
６
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人
事
委
員
会
勧
告
の
仕
組
み

【民
間
給
与
】

事
務
・技
術
関
係
従
業
員
の

４
月
分
給
与

前
年
８
月
か
ら当

年
７
月
ま
で
の
ボ
ー
ナ
ス

の
支
給
状
況

職
員
の
年
間
支
給
月
数
と比

較
【ラ
ス
パ
イ
レ
ス
方
式
に
よ
る
公
民
比
較
】

役
職
段
階
・学
歴
・年
齢
を
同
じく
す
る
者
同
士
の
給
与
を
比
較

人
事
委
員
会
勧
告
・報
告
（

9月
～

10
月
）

首
長

議
会職
員
給
与
調
査

（
全
職
員
）

【職
員
給
与
】

行
政
職
の
職
員
の
４
月
分
給
与

情
勢
適
応
の
原
則

給
料
表
及
び
手
当
の

改
定
勧
告
内
容
を
決
定

人
事
院
勧
告
の
取
扱
い
閣
議
決
定

給
与
改
定
助
言
通
知

（
副
大
臣
通
知
）

他
の
地
方
公
共
団
体
の
給
与

人
事
院
の
給
与
勧
告

給
与
改
定
や
諸
手
当

の
支
給
状
況

給
与
条
例
改
正
案
※
（

12
月
）

職
種
別
民
間
給
与
実
態
調
査

企
業
規
模

50
人
以
上
か
つ
事
業
所
規
模

50
人
以
上
の

事
業
所
か
ら層

化
無
作
為
抽
出

※
人
事
委
員
会
の
な
い
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、国

や
都
道
府
県
の
勧
告
等
を
考
慮
して
、

具
体
的
な
給
与
改
定
方
針
を
決
定
し、
議
会
の
議
決
に
よ
り給

与
条
例
を
改
正
す
る

参
考
資
料
７
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50
人
未
満

50
人
以
上

10
0人

未
満

10
0人

以
上

A
社

B
社

C社
D
社

E社

①

•
毎
年
１
名
ず
つ
程
度
募

集
（
高
卒
程
度
）
を
か
け

て
い
る
が
、直

近
２
年
は

採
用
が
な
い

•
人
口
減
少
に
よ
り学

生
が

減
って
お
り、
大
企
業
との

競
合
も
あ
り

•
中
途
で
の
採
用
も
検
討

•
公
務
員
との
競
合
は
特
に

な
し

•
ハ
ロー
ワ
ー
クで
の
求
人
が

メイ
ン
だ
った
が
、人

材
が

集
ま
らず
、大

手
就
職
サ
イ

トな
ども
利
用

•
中
堅
や
大
手
企
業
な
どに

人
材
が
採
られ
る

•
海
外
に
拠
点
が
あ
り、
現

地
か
ら直

接
人
材
を
誘
致

して
い
る
（
国
内
だ
け
で
は

十
分
な
人
材
を
確
保
で
き

な
い
）

•
公
務
員
との
競
合
は
特
に

な
し

•
募
集
に
対
す
る
応
募
数
は

減
少
して
い
る

•
人
件
費
は
上
げ
た
い
が
、

恒
常
的
に
は
難
しい

•
公
務
員
との
競
合
は
特
に

な
し

•
地
方
に
は
若
年
層
の
数
も

少
な
く、
優
秀
な
人
材
を
確

保
しづ
らい

•
県
内
だ
け
で
募
集
を
か
け
て

も
人
材
が
集
ま
らず
、近

隣
他
県
も
射
程
に
入
れ
て
い

る
•
公
務
員
との
競
合
は
特
に

な
し

•
毎
年
一
定
数
を
確
保
で
き

て
い
る
が
、必

要
数
に
は
及

ば
な
い

•
不
特
定
多
数
へ
の
募
集
は

せ
ず
、大

学
の
研
究
室
や

高
専
の
学
生
な
どに
ア
プ

ロー
チ

•
住
居
手
当
や
社
宅
が
な
い

た
め
、県

外
の
学
生
を
誘

致
しづ
らい

•
公
務
員
との
競
合
は
特
に

な
し

②
•
特
段
考
慮
して
い
る
指
標

は
な
く、
独
自
に
給
与
を
決

定

•
県
内
の
同
業
他
社
を
考
慮

して
い
る

•
同
業
者
との
情
報
交
換
も

実
施
（
ボ
ー
ナ
ス
の
支
給

月
数
な
ど参

考
）

•
特
段
考
慮
して
い
る
指
標

は
な
い
（
同
業
他
社
は
参

考
程
度
）

•
特
段
考
慮
して
い
る
業
界

等
は
な
い
が
、地

元
の
銀

行
の
水
準
を
１
つ
の
目
安

に
して
い
る
（
特
に
中
途
の

採
用
者
）

•
県
内
の
同
業
・同
規
模
の

企
業
を
考
慮
して
い
る

•
初
任
給
水
準
は
大
企
業
も

考
慮

③

•
市
職
員
の
給
与
は
目
安
に

は
して
い
な
い
が
、公

務
員

や
産
業
界
の
ベ
ー
ス
ア
ップ

の
報
道
等
が
あ
る
と、
プ
レ
ッ

シ
ャー
は
感
じる

•
公
務
員
給
与
は
特
段
考

慮
して
い
な
い

•
公
務
員
給
与
は
特
段
考

慮
は
して
い
な
い
（
公
務

員
給
与
は
地
元
で
も
高
額

の
部
類
で
、同

水
準
を
支

給
した
くて
も
で
き
な
い
）

•
公
務
員
の
初
任
給
や
給

与
水
準
は
あ
ま
り考

慮
しな

い
が
、公

務
か
らの
転
職
者

に
つ
い
て
は
、退

職
前
の
給

与
水
準
を
維
持
す
る
よ
う

給
与
決
定
した
（
公
務
員

の
方
が
高
い
）

•
公
務
員
給
与
は
特
段
考

慮
して
い
な
い

•
公
務
か
らの
転
職
者
は
一

定
数
お
り（

事
務
系
の

み
）
、給

与
水
準
は
経
験

年
数
等
を
加
味
して
決
定

中
小
企
業
ヒ
ア
リ
ン
グ
結
果
概
要

設
問
規
模

参
考

資
料
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19 色扉オモテ（白）



19 色扉ウラ（白）



令和５年度 地方公務員の給与等に関する調査研究会 設置要綱 

 

 

１ 目的 

令和５年人事院勧告・報告で示された「給与制度のアップデート」（令和６年人事院勧

告で成案を提示予定）の主な取組事項の中で、今後、人事院において、国家公務員の「地

域手当の大くくり化」が検討されるが、地方公務員の地域手当を検討するに当たっては、

地方独自の課題や実態を踏まえる必要があることから、その検討に資する調査研究を行う

ことを目的に「地方公務員の給与等に関する調査研究会」（以下「調査研究会」という。）

を設置する。 

 

２ 調査研究の内容 

  地方公務員の地域手当に関する調査研究 

 

３ 組織 

(1) 調査研究会は、委員８人以内で構成する。 

(2) 調査研究会は、必要があると認めるときは、委員以外の関係者の出席を求めることが

できる。 

(3) その他調査研究会の運営に関し必要な事項は、座長がこれを定める。 

 

４ 座長 

(1) 調査研究会に、座長を置く。 

(2) 座長は、会務を総理する。 

(3) 座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、座長が指名する者が、その職務を代

理する。 

 

５ その他 

(1) 調査研究会の庶務は、一般財団法人自治総合センターにおいて処理する。 

(2) 必要経費 約１，６００千円 
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20（白）



 

地方公務員の給与等に関する調査研究会 委員名簿 

 

座 長 

太田 聰一  慶應義塾大学経済学部教授 

 

委 員 

浅羽 隆史  成蹊大学法学部長 

滝澤 美帆  学習院大学経済学部経済学科教授 

玉井 亮子  京都府立大学公共政策学部公共政策学科教授 

安田 宏樹  東京経済大学経済学部准教授 

（五十音順、敬称略） 
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22（白）



検検討討経経緯緯  

 

 

第第１１回回  令令和和５５年年１１１１月月１１７７日日（（金金））  

地域手当に関する制度概要及び過去の研究会における議論等に

ついて説明、意見交換 

第第２２回回  令令和和６６年年１１月月２２２２日日（（月月））  

実地調査等の結果を踏まえた意見交換 

第第３３回回  令令和和６６年年２２月月２２日日（（金金））  

「報告書（骨格案）」について意見交換、まとめ 
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24（白） 」ラスト
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